Research Project on the Design for the Optimum Disclosure System Volume 2: Sustainable Growth of Japanese Companies and the Direction of Non-financial Information Disclosure (Japanese) by KOKUBU Katsuhiko et al.
%1















RIETI Discussion Paper Series 11-J-014 
2011 年 3 月 
-企業情報開示システムの最適設計- 




國部  克彦（神戸大学） 
坂上    学（法政大学） 
古賀  智敏（同志社大学・ファカルティフェロー） 
小西  範幸（青山学院大学） 
久持  英司（駿河台大学） 
姚  俊（日本学術振興会特別研究員・RIETI リサーチアシスタント） 





























                                                        
∗  本稿は、(独)経済産業研究所の研究プロジェクト「企業情報開示システムの最適設計」の成果、全 5 編の





































































































































  英国では 1990 年代より CSR 開示が積極的に求められるようになり、 一旦は年次報告書に




































合レポーティングの契機は 2003 年の EU による会計法現代化指令において環境や従業員に
関する主要業績指標（KPI）の開示を求めたことに遡ることができる。 












  ①社会･環境情報（知的資産情報を含む）として主要業績指標を開示させる根拠は何か。  
  ②そのような情報を開示する場合、どのような情報が開示されるべきか。 
  ③またこれらの情報は、どのような形式・媒体で開示されるべきか。 


















  それでは、なぜ EU は会計現代化指令において、必要な場合にはという条件付ながら、社
会･環境に関するパフォーマンス情報の開示を求めるようになったのであろうか。これはひ
とつには、株主総会への提出書類であるアニュアルレポートへの規制であり、株主の多様
な関心を反映していることと、 あらゆるステークホルダーへの幸福を追求する EU 創設の精

























































として XBRL を活用することが謳われている点である。 たとえば前者の具体例としては GRI
の G3 フレームワークの取り組みを挙げることができるし、後者の具体例としては WICI フ
レームワークの取り組みを挙げることができる。両者ともに単に開示すべき内容・フレー
ムワークを提言しただけでなく、 XBRL の活用が明言されタクソノミの開発・公開もなされ
ている。我が国の EDINET や米国の EDGAR に見られるように、財務情報の開示において
既に XBRL 化が進んでおり、財務情報と非財務情報の統合レポーティングがスムーズに進
展していくためには、非財務情報の XBRL 化もまた必要となる。 
  XBRL については最先端の技術を利用しているということもあり、 その理解に困難がとも
なうため、過度に期待が大きくなったり、根拠のない楽観的観測や悲観的観測が横行した













































  XBRL の活用については、 財務情報と非財務情報との統合的なタクソノミの開発が、 情報
の有効活用のためには不可欠である。このためには、現在の EDINET においては財務諸表
本体のみがタクソノミ化されているが、注記情報についても早々にタクソノミ化を進める
とともに、サステナビリティ情報や知的資産情報などについても合わせてタクソノミ化す
ることが理想的である。しかしながら制度的な対応が難しい状況を鑑みるならば、現行の 
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システムのもとで EDINET タクソノミと併用可能な非財務情報タクソノミの開発とそれを
利用可能できる仕組み作りを求めていくことが現実的であろう。 
  なお、非財務情報開示の拡充は、ともすると拡大の一途をたどりがちである。それに一
定の歯止めをかけるための仕組みとして開示情報に対する 「保証」 を求めるということも、
将来においては検討する必要があろう。そのためには新たな保証の概念を確立する必要も
あり、今後とも継続的な議論が必要となる。 
 
（付記）各論の詳細については、添付資料の１～４をそれぞれ参照されたい。 